
 

 

令和８年職員の給与等に関する報告及び給与改定に関する勧告について 
 

令和８年10月８日 

岐阜県人事委員会 

Ⅰ 給与勧告の概要 
 

 

 

 

 

１ 公民較差 

（１）職種別民間給与実態調査 

企業規模100人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内の民間事業所から無作為抽出した144 

事業所を調査 

（２）職員給与と民間給与の比較 

＜月例給＞ 民間従業員と職員の４月分給与を調査し、給与決定要素［役職段階、学歴、年齢等］を

同じくすると認められる者同士の給与額を比較 

民間の給与（Ａ） 職員の給与（Ｂ） 較差（Ａ）－（Ｂ） 

３９７，９９７円 ３８５，７６８円 １２，２２９円（３．１７％） 

 

＜特別給＞ 昨年８月から本年７月までの１年間の民間の支給割合と職員の支給月数を比較 

民間の支給割合（Ａ） 職員の支給月数（Ｂ） 差（Ａ）－（Ｂ） 

４．７１月 ４．６５月 ０．０６月 

２ 本年の給与の改定 

   ＜月例給＞ ①行政職給料表  国家公務員の俸給表の改定を参考に、全級全号給の引上げ。主に、

中堅層以上の職員については昨年の改定率を上回る引上げ改定 
 
 

 

 
 

 
②その他の給料表 行政職給料表との均衡を基本に改定 
 

＜特別給＞ 民間の支給割合に見合うよう引上げ。引上げ分は期末手当及び勤勉手当に均等に配分 

現行支給月数 改定後支給月数 

４．６５月 ４．７０月（期末手当2.55月 勤勉手当2.15月） 

                （注）期末手当と勤勉手当の支給月数は、一般の職員の場合である 

（参考：一般の職員の場合の支給月数） 

区分 ６月期 12月期 年間計 

令和８年度 

 

期末手当 

勤勉手当 

1.2625月(支給済み）

1.0625月(支給済み） 

1.2875月(現行1.2625月) 

1.0875月(現行1.0625月) 

2.55月(現行2.525月）

2.15月(現行2.125月) 

令和９年度 

以降 

期末手当 

勤勉手当 

1.275月 

1.075月 

1.275月 

1.075月 

2.55月 

2.15月 

【実施時期】 月例給 令和８年４月１日 

       特別給 令和８年12月１日 

 

 

給料 はねかえり 計 

１２，０５０円 １７９円 １２，２２９円（３．１７％） 

（注）はねかえりとは、地域手当等のように、給料等の一定割合で手当額が定められてい

るため、給料等の改定に伴い手当額が増減する分をいう 

＜本年の給与勧告のポイント＞ 

○月例給、特別給（ボーナス）ともに引上げ 

・月例給は、民間給与との較差（3.17%）解消のため、全級全号給の引上げ。主に、中堅層

以上の職員については昨年の改定率を上回る引上げ改定 

・特別給（ボーナス）を0.05月分引上げ（年間4.65月→4.70月） 

・再任用職員の月例給を改善 

 



 

＜本年の報告のポイント＞ 

１ 人材の確保と活用 

（１）多彩で有為な人材の確保 
・職種ごとの現状と課題を踏まえながら、公務の魅力と職員に関するきめ細かい情報発信を行う 
・採用試験や選考については、一層の受験者確保につなげる手法を検討 

（２）人材の育成 

・管理職員が職員の人材育成に積極的に関わっていくことが必要 
・女性職員の活躍推進に向けては、幅広い分野への配置や登用に、より一層努めることが必要 

（３）能力・実績に基づく人事管理の推進 

・人事評価について、評価者に対する研修等の充実に努めるなど、人事評価の客観性、公平性、公正性
の一層の向上を図ることが重要 

・人事管理においては、定年引上げの影響を見極めつつ、中長期的な視点で取組を進めることが必要 

２ 勤務環境の整備 

（１）長時間労働の是正 

・勤務時間管理を徹底するとともに、業務量に応じた適正な人員配置、職員間の業務負担の平準化、
事務事業の抜本的な見直しなど実効性のある方策を総合的に講じることが必要 

・学校現場において、業務の適正化・効率化、部活動指導に係る負担軽減など迅速に進めることが必要  
・長時間労働に起因する公務災害事案の再発防止策の一層の取組が必要 

（２）職員の健康管理 

・メンタルヘルス対策においては、職員自身による「セルフケア」を促し、管理職員等が「ラインケ
ア」を適切に行うことが大切であり、そのための研修の充実等が必要 

（３）誰もが働きやすい職場環境づくり 

・女性職員、高齢層職員、障がいのある職員等、誰もが働きやすい職場環境の整備が必要 

（４）ハラスメント防止対策 

・事案の早期発見、早期対応のため、職員が利用しやすい相談体制を構築し、その周知徹底が必要 
・カスタマー・ハラスメントについて、指針等に基づき組織的な対応が必要 

３ ワーク・ライフ・バランスの推進 

（１）多様な働き方の推進 

・フレックスタイム制の拡充などライフスタイルに応じた多様な働き方を可能とする勤務制度や職場
環境の充実が必要 

（２）子育て、介護等の家庭生活と仕事の両立支援 

・両立支援制度の周知、制度を利用しやすい職場環境の整備が必要 

４ 公務員倫理の確立等 

・職員一人ひとりが、県民の信頼と期待に応えられるよう職責を果たすことが必要 

 

３ 諸手当 

＜第一種初任給調整手当（医師等）＞ 国家公務員の改定状況に準じて引上げ改定  

＜第二種初任給調整手当（職員の月例給与水準を適切に確保するための措置）＞  

月例給与水準が地域別最低賃金に相当する額を下回る場合に、その差額を補填するための手当を措置 

＜宿日直手当＞ 国家公務員の改定状況に準じて引上げ改定 

【実施時期】 令和８年４月１日（第二種初任給調整手当については令和９年４月１日） 

 

 
Ⅱ 公務運営の改善等に関する報告の概要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


